
東京都港区南青山２丁目２番３号

第54期 貸借対照表・損益計算書

平成14年６月28日 代表取締役社長 児 島 誠一郎

貸 借 対 照 表         
（平成14年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 負 債 28,400,671
支 払 手 形 3,309,316
買 掛 金 11,176,410
短 期 借 入 金 8,891,528
１ 年 以 内 償 還 社 債 1,500,000
１年以内返済長期借入金 1,924,400
未 払 金 410,786
未 払 法 人 税 等 110,808
未 払 事 業 所 税 33,446
未 払 消 費 税 等 46,779
未 払 費 用 215,594
前 受 金 148,666
預 り 金 254,065
賞 与 引 当 金 314,329
返 品 調 整 引 当 金 14,000
そ の 他 50,536
固 定 負 債 7,628,183
社 債 950,000
長 期 借 入 金 5,592,400
退 職 給 付 引 当 金 332,289
子会社投資損失引当金 166,238
役員退職慰労引当金 293,983
そ の 他 293,272

負 債 合 計 36,028,854
資 本 の 部

資 本 金 1,608,227
法 定 準 備 金 1,534,019
資 本 準 備 金 1,321,144
利 益 準 備 金 212,875
剰 余 金 3,392,677
土地建物圧縮積立金 209,773
別 途 積 立 金 2,525,000
当 期 未 処 分 利 益 657,903
(う ち 当 期 利 益) (141,330)

その他有価証券評価差額金 62,955
自 己 株 式 △　4,343

流 動 資 産
現 金 お よ び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
商 品
前 渡 金
前 払 費 用
未 収 入 金
短 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 お よ び 装 置
車 輌 運 搬 具
器 具 お よ び 備 品
土 地
無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他
投 資 等
投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式
従業員長期貸付金
破産債権・更生債権等
長 期 前 払 費 用
投 資 不 動 産
役員生命保険払込金
長 期 差 入 保 証 金
敷 金 等
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金
繰 延 資 産
社 債 発 行 費

29,616,293
4,329,642
2,199,752
12,128,443
108,463
7,500,253
441,819
139,421
2,215,600
31,860
176,033
417,162
△　72,158
12,991,214
8,469,706
4,192,023
30,968
24,155
1,134
85,623
4,135,800
73,480
275
32,847
40,357
4,448,027
1,624,464
378,086
12,220
159,841
9,156
320,163
541,963
403,260
494,065
370,848
299,798
△ 165,841
14,883
14,883 資 本 合 計 6,593,536

資 産 合 計 42,622,391 負債および資本合計 42,622,391



損 益 計 算 書         
（平成13年４月１日から平成14年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額 
［経 常 損 益 の

 
部］ 

Ⅰ．営 業 損 益 の 部 
１．営 業 収 益
商 事 売 上 105,508,850
ホ テ ル 事 業 売 上 974,403
収 入 手 数 料 532,076 107,015,329 

２．営 業 費 用 　 　
商 事 売 上 原 価 94,395,245 　
ホ テ ル 事 業 売 上 原 価 314,517 　
売 上 総 利 益 12,305,566 　
返 品 調 整 引 当 金 戻 入 額 14,900 　
返 品 調 整 引 当 金 繰 入 額 14,000 　
差 引 売 上 総 利 益 12,306,466 　
販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費 12,441,734 107,150,597

営 業 損 失 135,267 
Ⅱ．営 業 外 損 益 の 部 　 
１．営 業 外 収 益 　
受 取 利 息 29,731 　
受 取 配 当 金 180,967 　
仕 入 割 引 720,670 　
仕 入 拡 売 支 援 料 102,718
為 替 差 益 90,703 　
そ の 他 117,922 1,242,715 

２．営 業 外 費 用 　
支 払 利 息 374,705
社 債 利 息 26,774
社 債 発 行 費 償 却 10,941
売 上 割 引 85,506
そ の 他 32,674 530,601

経 常 利 益 576,845 

[特 別 損 益 の
 

部] 
１．特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 5,822
オ プ シ ョ ン 評 価 益 22,763 28,585 

２．特 別 損 失 　
固 定 資 産 除 却 損 4,723
投 資 有 価 証 券 評 価 損 96,387
投 資 有 価 証 券 売 却 損 14,102
統 廃 合 費 用 13,376
特 別 退 職 金 33,950
固 定 資 産 売 却 損 3,832
子会社投資損失引当金繰入額 101,576
役員退職慰労引当金繰入額 105,641 373,590

税 引 前 当 期 利 益 231,840
法 人 税 ・ 住 民 税 お よ び 事 業 税 66,000
法 人 税 等 調 整 額 24,510
当 期 利 益 141,330
前 期 繰 越 利 益 516,573
当 期 未 処 分 利 益 657,903



（重要な会計方針）

１．資産の評価基準および評価方法

(1) たな卸資産　　　　　　　　　　総平均法による原価法

(2) 有価証券

① 子会社株式　　　　　　　　　 移動平均法による原価法

② その他有価証券

　　　時価のあるもの………………決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は、全部資本直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算定）

　　　時価のないもの………………移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準および評価方法　時価法

但し、特例処理の要件を満たす金利スワップ

契約については時価評価せず、その金銭の受

払の純額を金利変換の対象となる負債に係る

利息に加減して処理しております。

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産および投資不動産　建物（建物附属設備を含む）は定額法、建物

以外については定率法を採用しております。

なお、耐用年数については法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。

(2) 無形固定資産　　　　　　　　　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては社

内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金　　　　　　　　　　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額

基準により計上しております。

(3) 返品調整引当金　　　　　　　　販売済商品について期末日後に発生が予想さ

れる返品に備えるために設定しており、返品

見込額に対し、これの売上総利益相当額まで

の引当計上を行っております。

(4) 退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末にお

ける退職給付債務および年金資産の見込額に

基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各期の発生時における



従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により、それぞれ発生

の翌期から費用処理することとしております。

(5) 役員退職慰労引当金　　　　　　役員退職慰労金の支給に充てるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。な

お、過年度相当額については、前期から３年

間で均等額を引当計上しております。

当該引当金は商法第287条ノ２に規定する引

当金であります。

(6) 子会社投資損失引当金　　　　　子会社に対する投資により発生の見込まれる

損失に備えるため、当該子会社の資産内容等

を勘案して損失見込額を計上しております。

なお、当該引当金は商法第287条ノ２に規定

する引当金であります。

５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．繰延資産の処理方法

(1) 社債発行費　　　　　　　　　　最長期間（３年間）で均等償却しております。

(2) 社債発行差金　　　　　　　　　償還期限までの期間（３年）で均等償却して

おります。

７．消費税等の処理方法

税抜方式によっております。

（追加情報）

１．金融商品会計

当期からその他有価証券のうち時価のあるものの評価の方法について金融商品に係る

会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成

11年１月22日））を適用しております。この結果、その他有価証券評価差額金62,955

千円、繰延税金負債45,682千円が計上されております。

２．自己株式

前期まで貸借対照表の流動資産に表示しておりました「自己株式」については、「株

式会社の貸借対照表、損益計算書、営業報告書および附属明細書に関する規則」の改

正（平成13年９月12日法務省令第66号）により、当期より資本の部に控除項目として

記載しております。



（貸借対照表および損益計算書に関する注記事項）

１．子会社に対する短期金銭債権 263,269千円

２．子会社に対する短期金銭債務 226,529千円

３．固定資産の減価償却累計額

有形固定資産減価償却累計額 5,627,432千円

投資不動産減価償却累計額 146,264千円

４．担保に供している資産

建 物 3,604,110千円

土 地 3,640,630千円

投資不動産 93,146千円

投資有価証券 1,007,685千円
 

５．保 証 債 務 600,000千円

６．主な外貨建資産

現金および預金 1,283,714千円

(9,633千米ドル)

子会社株式 190,086千円

(1,930千米ドル)
 

７．自 己 株 式 4,343千円(13,251株)

８．重要なリース資産

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な

固定資産として、自動仕分搬送コンベア一式、営業用乗用車などがあります。

９．１株当りの当期利益 11円49銭

10．子会社との取引高

売 上 高 68,788千円

仕 入 高 635,270千円

営業取引以外の取引高 1,445,673千円

11．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。


